
為替週間展望＝ドル円は緩やかに上昇基調で推移か

　　　　　　　　　　［１０月３日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    9 月 26 日～ 9 月 30 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  143.34   144.90(27)    143.27(26)    144.47   +1.16

ユーロ・ドル  0.9680   0.9844(30)    0.9536(28)    0.9810   +0.0123

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    25,937.21    -1216.62     日本10年債利回り   0.251   +0.014

ダウ平均株価    29,225.61     -364.80     米10年債利回り     3.786   +0.101

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

３日　　日銀短観（９月調査）

　　　　スイス９月消費者物価指数

　　　　独９月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏９月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英９月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米９月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米９月ＩＳＭ製造業景況指数、米８月建設支出

　　　　臨時国会召集　岸田首相が所信表明演説

４日　　豪８月住宅建設許可件数

　　　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　ユーロ圏８月生産者物価指数

　　　　米８月製造業受注

５日　　ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利

　　　　独８月貿易収支

　　　　独９月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏９月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英９月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米９月ＡＤＰ雇用統計

　　　　カナダ８月貿易収支

　　　　米８月貿易収支

　　　　米９月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米９月ＩＳＭ非製造業景況指数

　　　　ＯＰＥＣプラスの閣僚級会合

６日　　豪８月貿易収支

　　　　独８月製造業受注指数

　　　　ユーロ圏８月小売売上高指数

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　カナダ９月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

　　　　日銀支店長会議　１０月の地域経済報告（さくらリポート）公表

７日　　日本８月勤労者世帯家計調査

　　　　日本８月景気動向指数

　　　　スイス９月雇用統計

　　　　独８月鉱工業生産指数

　　　　カナダ９月雇用統計

　　　　米９月雇用統計

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ＦＲＢによる積極的な利上げ姿勢はドルを支える要因となる。日米

の金融当局によるスタンスの違いから、円はドルと比べて相対的に弱い地合いが継続す

るとみられるため、ドル円はもみ合いながら上値を追う展開になりそうとした。
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【英中銀の国債買い入れ発表による利回り低下は一時的】

　９月２１日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の政策金利発表では、米連邦準備制

度理事会（ＦＲＢ）が３会合連続での０．７５％の利上げに動いた。年内はあと１．２

５％の利上げが見込まれており、１１月の会合で０．７５％、１２月の会合で０．５％

の利上げがあるとの見方が広がっている。なお、翌２２日は香港、ノルウェー、スイ

ス、台湾、英国、南アなどが利上げに動いた。

　　

　各国ともにインフレを抑えるために利上げに動いており、これが世界的な景気減速に

つながるとの見方につながっている。各国の株価は調整局面となっている。

　　

　ドルの強さが際立っており、ドルインデックスは９月２６～２８日には約２０年ぶり

の高値圏まで上昇した。なお、その後はそれまでのドル高の反動から上昇一服となって

いる。そうした中、日銀は緩和的な姿勢を継続していることで、ドル円は底固く推移し

ている。政府による介入警戒感が一本調子でのドル円の上昇を抑えているものの、日米

の金融政策の違いはドル円の下支え要因となっている。

　　

　ドル円は政府・日銀によるドル売り円買い介入で、９月２２日に１４６円手前から１

４０．３０台まで値を崩した。ただ、その後は戻り歩調で推移しており、１４４円台を

回復している。もっとも１４５円接近では介入警戒感もあり、上値を抑えられやすい動

きを見せている。

　　

　英国債の利回り上昇が続いていたため、２８日に英中銀（ＢＯＥ）は市場の秩序を回

復するため、長期国債を買い入れると発表した。９月２８日からの一時的な措置とな

る。また、当初予定していた英国債の売却開始を１０月３１日まで延期するとしてい

る。一連の発表を受けて、英１０年債利回りは４．５％台から４．０％前後まで低下し

た。なお、この後、市場は落ち着きを取り戻しつつある。

　　

　２８日の英中銀による国債買い入れ措置の発表が市場に安心感を与えて、ポンドドル

は１．０５台から１．０９台まで上昇した。その後もポンド買いの安心感につながり、

３０日には１．１２台前半まで上昇している。ポンド円は２８日の１５２円台半ばか

ら、３０日には１６１円台後半まで上昇している。

　　

　ドル円は２８日に米長期金利の低下を受けて１４４円近辺まで下落したものの、その

後は下げ渋りを見せている。利上げを継続する米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）と、緩

和姿勢を継続する日銀のスタンスの違いから、ドル円は底堅い推移を見せており、緩や

かな上昇基調が続くとみられる。なお、１４５円近辺では上値を抑えられやすい展開が

見込まれる。なお、ここを抜けてくると一段高の可能性が高まりそうだ。ドル円の目先

の予想レンジは、１４３．００～１４７．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、３日に日銀短観（９月調査）、米９月製

造業ＰＭＩ確報値、米９月ＩＳＭ製造業景況指数、米８月建設支出、４日に米８月製造

業受注、５日に米９月ＡＤＰ雇用統計、米８月貿易収支、米９月サービス業ＰＭＩ確報

値、米９月ＩＳＭ非製造業景況指数、６日に米新規失業保険申請件数、７日に日本８月

勤労者世帯家計調査、日本８月景気動向指数、米９月雇用統計などがある。

　　

【ユーロドルは戻り歩調が継続か】

　ユーロドルは軟調な流れが続いてきた。イタリアで極右主導の新政権が誕生する見通

しやウクライナ情勢でのロシアの強硬姿勢や天然ガス供給への警戒感、そしてドルの堅

調な流れなどを背景に２８日に０．９５３６近辺まで下落した。

　　

　その後、英中銀による英国債の買い入れで英債利回りが低下すると、市場に安心感が

広がり、ポンドドルが上昇して、追随してユーロドルも０．９７台半ばまで上昇した。

２９日発表の９月の独消費者物価指数は前年比＋１０．０％となり、事前予想の＋９．

５％、前回の＋７．９％を大きく上回った。これを受けてユーロ買いの動きとなって、

ユーロドルは０．９８台に乗せてきた。

　　

　欧州中央銀行（ＥＣＢ）は９月８日の理事会で０．７５％の利上げを行った。ＥＣＢ

当局者からは１０月の理事会でも０．７５％の利上げを主張する声が多く出ている。９



月の独消費者物価指数の上振れで、一部では１．００％の利上げに動くとの見方も出て

おり、ユーロ高につながっている。

　　

　ドル高の動きが一服しつつある中、ＥＣＢによる大幅利上げ観測により、ユーロドル

は堅調に推移して、戻り歩調が継続するとみられる。ただ、ユーロ圏の景気減速への警

戒感も根強く、経済指標の結果次第では上値を抑えられそうだ。ユーロドルの目先の予

想レンジは、０．９６００～１．０１００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、３日にスイス９月消費者物価指数、独９月

製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏９月製造業ＰＭＩ確報値、英９月製造業ＰＭＩ確報値、

４日に豪８月住宅建設許可件数、豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、ユーロ圏８月生産者物価

指数、５日にＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利、独８月貿易収支、独９月非製造業Ｐ

ＭＩ確報値、ユーロ圏９月非製造業ＰＭＩ確報値、英９月非製造業ＰＭＩ確報値、６日

に豪８月貿易収支、独８月製造業受注指数、ユーロ圏８月小売売上高指数、７日にスイ

ス９月雇用統計、独８月鉱工業生産指数などがある。
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